
－２-１－ 

「個別点検」 １－１ 遠方監視制御装置（監視制御装置／被監視制御装置） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 監視制御装置の装置警報表示及び監視項目表示が正常に表示

されていることを確認する。 

○       装置の正常動作の確認  

２ 電源電圧の確認 装置内蔵の電圧測定機能または外部テスタにより測定する。 

 

     ○ テスタ 標準値(規定値)との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

３ 送受信レベル確認 OWレベル及び監視制御信号レベルを測定し、基準値±0.5dB以

内に調整する。 

     ○ レベルメータ  

４ 監視制御動作の確認 監視制御装置より、被監視制御装置に対し制御指示を行い、機

器の状態変化により、装置が正常に動作している事を確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各対向局に対して、無線機の切替等の代表１項目実施 

     ○  制御項目と連動監視機能及び警

報機能の確認 

 

５ 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子の接続状態の確認をする。 

 

     ○  装置の正常動作の維持  

６ 機器本体の清掃等 装置外面の清掃及び装置固定金具の緩みの確認をする。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

７ 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

制御操作 

監視確認 

監視確認 

監視制御装置 

被監視制御装置 機器 

制御出力 

状変出力 



－２-２－ 

「個別点検」 １－２ 専用通信網監視制御装置（監視制御装置／被監視制御装置） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 監視制御装置及び被監視制御の装置警報表示及び監視項目表

示が正常に表示されていることを確認する。 

監視項目においては、監視制御装置（メンテナンスツール）と

被監視制御装置（試験器）との整合性を確認する。 

○       装置の正常動作の確認  

２ 電源電圧の確認 装置内蔵の電圧測定機能または外部テスタにより測定を行い、

基準値に調整する。 

     ○ テスタ 標準値(規定値)との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

３ 監視制御動作の確認 監視制御装置（メンテナンスツール）より、被監視制御装置に

対し制御指示を行い、機器の状態変化により、装置が正常に動

作していることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各対向局に対して、無線機の切替等の代表１項目実施 

     ○  制御項目と連動監視機能及び警

報機能の確認 

 

４ メンテナンスツール

の確認 

自己診断プログラムによる動作確認をする。 

メンテナンスツールの現在時刻の確認を行い必要に応じ修正

する。 

     ○ 自己診断プログラ

ム 

装置の正常動作の確保  

５ 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

６ 機器本体（メンテナン

スツール）の清掃 

装置外面の清掃及び装置固定金具の緩みの確認をする。 

メンテナンスツール本体及び周辺機器の清掃をする。 

     ○ ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ ﾌﾛｯﾋﾟｨ 周囲環境を考慮した機能維持  

７ 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

 

 

 

制御操作 

監視確認 

監視確認 

監視制御装置 

被監視制御装置 機器 

制御出力 

状変出力 



－２-３－ 

「個別点検」 ２－１ 超短波無線電話装置（ＦＸ・ＦＢ）（トンネル無線補助設備を含む） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 電源電圧の確認 自蔵の計器またはテスタにより測定する。 

 

     ○ テスタ 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信周波数確認 周波数計により測定し基準値(±５×10-6)以内であることを確

認する。 

     ○ 周波数カウンタ 60M/150Mに適用する。 

400M は基準値(±３×10-6)と

なる。 

３ 送信出力確認 定格電源電圧で送信部出力端子において、指定出力±10％以内

であることを確認する。 

     ○ 高周波電力計 定在波測定が可能な通過形電

力計とする。 

４ スプリアス幅射強度

確認 

スプリアス(nf0)幅射強度を測定し帯域内 80dB 以下、帯域外

60dB以下を確認する。 

（f0：原振周波数、高周波次数） 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

60M/150Mに適用する。 

400M はスプリアス幅射強度が

2.5μW 以下である事を確認す

る。 

５ 最大周波数偏移確認 許容偏移以内（±5KHz）であることを確認する。 

変調周波数は 1KHzとする。 

     ○ 直線検波器、低周波

発振器 

60M/150Mに適用する。 

400M は許容偏移±2.5KHz とな

る。 

６ 20dB 雑音抑圧感度確

認 

入力電圧感度が 2dBμV以下であることを確認する。 

 

     ○ 標準信号発生器、レ

ベル計 

 

７ スケルチ感度確認 標準信号発生器により測定する。 

０dBμV以下にてスケルチがオープンすることを確認する。 

     ○ 標準信号発生器 

８ Ｓ／Ｎ 確認 対向間でＳ／Ｎを測定する。 

 

     ○ レベル計 ＦＸのみ 

通話確認にて実施する 

９ 切替部動作試験 手動にて切替動作試験を行う。 

 

     ○  無人局は有人局からの遠方監

視により確認する。 

自動切替動作試験及び警報動作試験を行う。 

 

     ○   

10 空中線

確認 

外観の確認 空中線（トンネル内ＬＣＸ含む）及び基地局空中線の取付金具

の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の剥離状態等の確認

を行い、ネジ部、ボルト類の緩み脱落を確認する。 

     ○  

給電線の確

認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。 

 

     ○  

VＳＷＲ確

認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。      ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

11 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

12 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

13 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 



－２-４－ 

「個別点検」 ２－２ 超短波無線電話装置（ＭＬ） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧電流確認 テスタにより測定する。 

 

     ○ テスタ 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信周波数確認 周波数計により測定し基準値(±５×10-6)以内であることを確

認する。 

     ○ 周波数カウンタ 60M/150Mに適用する。 

３ 送信出力確認 定格電源電圧で送信部出力端子において、指定出力±10％以内

であることを確認する。 

     ○ 高周波電力計 定在波測定が可能な通過形電

力計とする。 

４ スプリアス幅射強度

確認 

スプリアス(nf0)幅射強度を測定し帯域内 80dB 以下、帯域外

60dB以下を確認する。 

（f0：原振周波数、高周波次数） 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

60M/150Mに適用する。 

５ 最大周波数偏移確認 許容偏移以内（±5KHz）であることを確認する。 

変調周波数は 1KHzとする。 

     ○ 直線検波器、低周波

発振器 

60M/150Mに適用する。 

６ 空中線

確認 

外観の確認 空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み脱落を確認

する。 

     ○   

給電線の確

認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。 

 

     ○  

VＳＷＲ確

認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。      ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

７ 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

８ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

９ 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

 



－２-５－ 

「個別点検」 ２－３ 超短波無線電話装置（60MHz帯 ＦＸ・ＦＢ(新スプリアス 規格準拠）) 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 電源電圧の確認 自蔵の計器またはテスタにより測定する。 

 

     ○ テスタ 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信周波数確認 周波数計により測定し基準値(±５×10-6)以内であることを確

認する。 

     ○ 周波数カウンタ  

３ 送信出力確認 定格電源電圧で送信部出力端子において、指定出力±10％以内

であることを確認する。 

     ○ 高周波電力計 定在波測定が可能な通過形電

力計とする。 

４ 不要幅射強度確認 スプリアス(nf0)幅射強度を測定し帯域内 80dB 以下、帯域外

60dB以下を確認する。（f0：原振周波数、高周波次数） 

60MHz 帯新スプリアス規格準拠の場合は以下のとおりとする。 

【帯域外領域】 

1mW 以下、かつ、基本周波数の平均電力より 80dB 以上低いこと。

（ただし、空中線電力 1W 以下の場合は 100μW 以下） 

【スプリアス領域】 

基本周波数の搬送波電力より 60dB 以上低いこと。（ただし、空中線電

力 1W 以下の場合は 50μW 以下） 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

空中線電力 50W 以下に適用す

る。 

５ 最大周波数偏移確認 許容偏移以内（±5KHz）であることを確認する。 

変調周波数は 1KHzとする。 

     ○ 直線検波器、低周波

発振器 

 

６ 20dB 雑音抑圧感度確

認 

入力電圧感度が 2dBμV以下であることを確認する。 

 

     ○ 標準信号発生器、レ

ベル計 

 

７ スケルチ感度確認 標準信号発生器により測定する。 

０dBμV以下にてスケルチがオープンすることを確認する。 

     ○ 標準信号発生器 

８ Ｓ／Ｎ 確認 対向間でＳ／Ｎを測定する。 

 

     ○ レベル計 ＦＸのみ 

通話確認にて実施する 

９ 切替部動作試験 手動にて切替動作試験を行う。 

 

     ○  無人局は有人局からの遠方監

視により確認する。 

自動切替動作試験及び警報動作試験を行う。 

 

     ○   

10 空中線

確認 

外観の確認 空中線（トンネル内ＬＣＸ含む）及び基地局空中線の取付金具

の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の剥離状態等の確認

を行い、ネジ部、ボルト類の緩み脱落を確認する。 

     ○  

給電線の確

認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。 

 

     ○  

VＳＷＲ確

認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。      ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

11 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

12 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

13 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  



－２-６－ 

「個別点検」 ２－４ 超短波無線電話装置（60MHz帯 ＭＬ(新スプリアス 規格準拠）） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧電流確認 テスタにより測定する。 

 

     ○ テスタ 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信周波数確認 周波数計により測定し基準値(±５×10-6)以内であることを確

認する。 

     ○ 周波数カウンタ  

３ 送信出力確認 定格電源電圧で送信部出力端子において、指定出力±10％以内

であることを確認する。 

     ○ 高周波電力計 定在波測定が可能な通過形電

力計とする。 

４ 不要幅射強度確認 スプリアス(nf0)幅射強度を測定し帯域内 80dB 以下、帯域外

60dB以下を確認する。（f0：原振周波数、高周波次数） 

60MHz 帯新スプリアス規格準拠の場合は以下のとおりとする。 

【帯域外領域】 

1mW 以下、かつ、基本周波数の平均電力より 80dB 以上低いこと。

（ただし、空中線電力 1W 以下の場合は 100μW 以下） 

【スプリアス領域】 

基本周波数の搬送波電力より 60dB 以上低いこと。（ただし、空中線電

力 1W 以下の場合は 50μW 以下） 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

空中線電力 50W 以下に適用す

る。 

５ 最大周波数偏移確認 許容偏移以内（±5KHz）であることを確認する。 

変調周波数は 1KHzとする。 

     ○ 直線検波器、低周波

発振器 

 

６ 外観の確認 空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み脱落を確認

する。 

     ○   

７ 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

８ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

９ 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

 

 

 

 



－２-７－ 

「個別点検」 ３－１ テレメータ監視局装置（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 印字記録確認 欠測、障害記録の有無を確認する。 

 

○       必要に応じてインクリボンの

交換を行う。 

３ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

 

４ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

５ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

６ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

※無線のみ対象 

７ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

※設置環境、重要性に応じて実施 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-８－ 

「個別点検」 ３－１ テレメータ監視局装置（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

８ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

９ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

10 電池の交換 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 システム

機能の確

認 

全局観測

制御確認 

手動で全局観測制御を行い、全ての観測局から応答信号が正常

に返送されることを確認する。 

    ※ ○  装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

個別観測

制御確認 

手動で個別観測制御を行い、観測局からの応答信号を確認す

る。 

    ※ ○  

プリンタ

制御 

全局観測や個別観測により正常に印字記録を行うことを確認

する。 

    ※ ○  

中継局制

御 

手動で中継局の起動／停止制御及び送信機の切り替え制御を

行い、動作が正常であることを確認する。 

また、応答信号が正常に返送されることを確認する。 

    ※ ○  

その他 呼出時間間隔の変更が行えることを確認する。 

 

    ※ ○  

12 受信データの確認 手動で個別観測制御を行い、収集したデータとセンサとのデー

タの照合を行う。 

    ※ ○   

13 通話機能確認 各観測局、中継局と通話が行えることを確認する。 

 

    ※ ○   

14 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

15 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

16 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

17 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

18 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。      ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。      ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-９－ 

「個別点検」 ３－２ テレメータ中継局装置（Ｖ－Ｖ中継）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、 

低周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは 

電界強度測定器 

※無線のみ対象 

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 



－２-１０－ 

「個別点検」 ３－２ テレメータ中継局装置（Ｖ－Ｖ中継）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ※ ○ 標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

10 遠隔切換部動作確認 監視局からの制御信号により送信機の切替動作が正常である

ことを確認する。 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

11 状態返送部動作確認 中継局の各種動作状態を監視局に返送し、その結果が正常であ

ることを確認する。 

    ※ ○   

12 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

13 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

14 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-１１－ 

「個別点検」 ３－３ テレメータ中継局装置（μ－Ｖ中継）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 



－２-１２－ 

「個別点検」 ３－３ テレメータ中継局装置（μ－Ｖ中継）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ※ ○ 標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

10 外部入出力部動作確

認 

外部信号により送信機の切替等の動作ができるとともに、中継

局の動作状態を正常に出力することを確認する。 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

11 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

12 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

13 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-１３－ 

「個別点検」 ３－４ テレメータ観測局装置（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、 

低周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは 

電界強度測定器 

※無線のみ対象 

６ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは 

電界強度測定器 

※無線のみ対象 

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-１４－ 

「個別点検」 ３－４ テレメータ観測局装置（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

７ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

８ 動作確認 観測装置を構成する各部の動作試験をする。 

 

    ※ ○   

９ 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

10 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

11 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

12 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

13 水位計または雨量計

等のデータの確認 

センサとＡ／Ｄ変換器、記録計の連動動作を確認する。 

（水位は量水標と比較する。） 

    ※ ○   

Ａ／Ｄ変換器の動作を確認する。 

 000～999の各桁を 10ステップ確認。 

    ※ ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 レベル計 



－２-１５－ 

「個別点検」 ３－５ テレメータ監視局装置（新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 印字記録確認 欠測、障害記録の有無を確認する。 

 

○       必要に応じてインクリボンの

交換を行う。 

３ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

 

４ 送信出力確認  

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

５ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

６ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

※無線のみ対象 

７ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

※設置環境、重要性に応じて実施 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-１６－ 

「個別点検」 ３－５ テレメータ監視局装置（新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

８ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

９ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

10 電池の交換 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 システム

機能の確

認 

全局観測

制御確認 

手動で全局観測制御を行い、全ての観測局から応答信号が正常

に返送されることを確認する。 

    ※ ○  装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

個別観測

制御確認 

手動で個別観測制御を行い、観測局からの応答信号を確認す

る。 

    ※ ○  

プリンタ

制御 

全局観測や個別観測により正常に印字記録を行うことを確認

する。 

    ※ ○  

中継局制

御 

手動で中継局の起動／停止制御及び送信機の切り替え制御を

行い、動作が正常であることを確認する。 

また、応答信号が正常に返送されることを確認する。 

    ※ ○  

その他 呼出時間間隔の変更が行えることを確認する。 

 

    ※ ○  

12 受信データの確認 手動で個別観測制御を行い、収集したデータとセンサとのデー

タの照合を行う。 

    ※ ○   

13 通話機能確認 各観測局、中継局と通話が行えることを確認する。 

 

    ※ ○   

14 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

15 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

16 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

17 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

18 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。      ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。      ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-１７－ 

「個別点検」 ３－６ テレメータ中継局装置（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、 

低周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-１８－ 

「個別点検」 ３－６ テレメータ中継局装置（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ※ ○ 標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

10 遠隔切換部動作確認 監視局からの制御信号により送信機の切替動作が正常である

ことを確認する。 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

11 状態返送部動作確認 中継局の各種動作状態を監視局に返送し、その結果が正常であ

ることを確認する。 

    ※ ○   

12 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

13 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

14 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-１９－ 

「個別点検」 ３－７ テレメータ中継局装置（μ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-２０－ 

「個別点検」 ３－７ テレメータ中継局装置（μ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ※ ○ 標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

10 外部入出力部動作確

認 

外部信号により送信機の切替等の動作ができるとともに、中継

局の動作状態を正常に出力することを確認する。 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

11 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

12 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

13 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-２１－ 

「個別点検」 ３－８ テレメータ観測局装置（新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  
 
 
 
 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  
 
 
 
 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、 

低周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

６ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは 

電界強度測定器 

※無線のみ対象 

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-２２－ 

「個別点検」 ３－８ テレメータ観測局装置（新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

７ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

８ 動作確認 観測装置を構成する各部の動作試験をする。 

 

    ※ ○   

９ 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

10 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

11 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

12 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

13 水位計または雨量計

等のデータの確認 

センサとＡ／Ｄ変換器、記録計の連動動作を確認する。 

（水位は量水標と比較する。） 

    ※ ○   

Ａ／Ｄ変換器の動作を確認する。 

 000～999の各桁を 10ステップ確認。 

    ※ ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 レベル計 



－２-２３－ 

「個別点検」 ３－９ 放流警報監視局装置（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 印字記録確認 点検異常記録の有無を確認する。 

 

○       必要に応じてインクリボンの

交換を行う。 

３ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

 

４ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計 ※無線のみ対象 

５ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計 ※無線のみ対象 

６ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

※無線のみ対象 

７ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-２４－ 

「個別点検」 ３－９ 放流警報監視局装置（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

８ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

９ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

10 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 通話操作器の動作確

認 

通話操作器の動作試験を行い、正常であることを確認する。     ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

12 シ ス テ

ム 機 能

の確認 

 

 

 

 

 

 

点検制御 

 

手動で点検制御を行い正常に動作することを確認する。     ○    

音声発生

装置動作

確認 

音声発生装置が正常に動作することを確認する。     ○   

プリンタ

制御 

全局観測や個別観測により正常に印字記録を行うことを確認

する。 

    ○   

中継局制

御 

手動で中継局の起動／停止制御及び送信機の切り替え制御を

行い、動作が正常であることを確認する。 

また、応答信号が正常に返送されることを確認する。 

    ○   

13 警報制御確認 対向間で吹鳴・放送等、警報制御の実動作試験を行い、正常で

あることを確認する。 

 ・サイレン制御 

 ・擬似音制御 

 ・放送制御 

 ・回転灯・表示板等の制御 

     ○   

14 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。     ○   ※無線のみ対象 

15 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。      ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

16 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。      ○   

17 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。     ○   周囲環境を考慮した機能維持  

18 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。      ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。      ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-２５－ 

「個別点検」 ３－１０ 放流警報中継局装置（Ｖ－Ｖ中継）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-２６－ 

「個別点検」 ３－１０ 放流警報中継局装置（Ｖ－Ｖ中継）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 遠隔切換部動作確認 監視局からの制御信号により送信機の切替動作が正常である

ことを確認する。 

    ○    

11 状態返送部動作確認 中継局の各種動作状態を監視局に返送し、その動作が正常であ

ることを確認する。 

    ○    

12 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○   ※無線のみ対象 

13 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

14 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-２７－ 

「個別点検」 ３－１１ 放流警報中継局装置（μ－Ｖ中継）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-２８－ 

「個別点検」 ３－１１ 放流警報中継局装置（μ－Ｖ中継）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 外部入出力部動作確

認 

外部信号により送信機の切替等の動作ができるとともに、中継

局の動作状態を正常に出力することを確認する。 

    ○    

11 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

12 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

13 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 

信号発生器 無線機 



－２-２９－ 

「個別点検」 ３－１２ 放流警報局装置（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

６ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-３０－ 

「個別点検」 ３－１２ 放流警報局装置（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

７ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

８ 動作確認 警報装置を構成する各部の動作確認を行う。 

 

    ○    

９ 警報制御確認 制御監視局からの制御により、実動作試験を行う。 

 ・サイレン制御 

 ・擬似音制御 

 ・放送制御 

 ・回転灯・表示板等の制御 

     ○   

10 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

11 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

12 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

13 サイレン、スピーカ、

集音マイクの確認 

サイレンまたはスピーカの発錆、ケーブル接続部及びそれらの

取付部の点検、防鳥網の点検並びに本体等の清掃を行う。 

集音マイクの外観及び取付状態等を点検し、また動作試験を行

い正常であることを確認する。 

    ○    

14 回転灯及び表示板の

確認 

回転灯、閃光灯、表示板、河川情報表示板等の外観及び取付状

態の点検と動作試験を行い、正常であることを確認する。 

    ○    

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

発振器 レベル計 



－２-３１－ 

「個別点検」 ３－１３ 放流警報監視局装置（新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 印字記録確認 点検異常記録の有無を確認する。 

 

○       必要に応じてインクリボンの

交換を行う。 

３ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

 

４ 送信出力確認  

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計 ※無線のみ対象 

５ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計 ※無線のみ対象 

６ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

※無線のみ対象 

７ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-３２－ 

「個別点検」 ３－１３ 放流警報監視局装置（新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

８ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

９ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

10 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 通話操作器の動作確

認 

通話操作器の動作試験を行い、正常であることを確認する。     ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

12 シ ス テ

ム 機 能

の確認 

 

 

 

 

 

 

点検制御 

 

手動で点検制御を行い正常に動作することを確認する。     ○    

音声発生

装置動作

確認 

音声発生装置が正常に動作することを確認する。     ○   

プリンタ

制御 

全局観測や個別観測により正常に印字記録を行うことを確認

する。 

    ○   

中継局制

御 

手動で中継局の起動／停止制御及び送信機の切り替え制御を

行い、動作が正常であることを確認する。 

また、応答信号が正常に返送されることを確認する。 

    ○   

13 警報制御確認 対向間で吹鳴・放送等、警報制御の実動作試験を行い、正常で

あることを確認する。 

 ・サイレン制御 

 ・擬似音制御 

 ・放送制御 

 ・回転灯・表示板等の制御 

     ○   

14 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。     ○   ※無線のみ対象 

15 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。      ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

16 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。      ○   

17 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。     ○   周囲環境を考慮した機能維持  

18 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。      ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。      ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-３３－ 

「個別点検」 ３－１４ 放流警報中継局装置（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-３４－ 

「個別点検」 ３－１４ 放流警報中継局装置（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 遠隔切換部動作確認 監視局からの制御信号により送信機の切替動作が正常である

ことを確認する。 

    ○    

11 状態返送部動作確認 中継局の各種動作状態を監視局に返送し、その動作が正常であ

ることを確認する。 

    ○    

12 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○   ※無線のみ対象 

13 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

14 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-３５－ 

「個別点検」 ３－１５ 放流警報中継局装置（μ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-３６－ 

「個別点検」 ３－１５ 放流警報中継局装置（μ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 外部入出力部動作確

認 

外部信号により送信機の切替等の動作ができるとともに、中継

局の動作状態を正常に出力することを確認する。 

    ○    

11 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

12 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

13 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 

信号発生器 無線機 



－２-３７－ 

「個別点検」 ３－１６ 放流警報局装置（新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  
 
 
 
 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  
 
 
 
 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

６ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-３８－ 

「個別点検」 ３－１６ 放流警報局装置（新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

７ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

８ 動作確認 警報装置を構成する各部の動作確認を行う。 

 

    ○    

９ 警報制御確認 制御監視局からの制御により、実動作試験を行う。 

 ・サイレン制御 

 ・擬似音制御 

 ・放送制御 

 ・回転灯・表示板等の制御 

     ○   

10 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

11 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

12 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

13 サイレン、スピーカ、

集音マイクの確認 

サイレンまたはスピーカの発錆、ケーブル接続部及びそれらの

取付部の点検、防鳥網の点検並びに本体等の清掃を行う。 

集音マイクの外観及び取付状態等を点検し、また動作試験を行

い正常であることを確認する。 

    ○    

14 回転灯及び表示板の

確認 

回転灯、閃光灯、表示板、河川情報表示板等の外観及び取付状

態の点検と動作試験を行い、正常であることを確認する。 

    ○    

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

発振器 レベル計 



－２-３９－ 

「個別点検」 ３－１７ テレメータ監視局装置（災害対策タイプ１）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 印字記録確認 欠測、障害記録の有無を確認する。 

 

○       必要に応じてインクリボンの

交換を行う。 

３ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタにより測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

 

４ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計 通話機能付きの場合のみ 

５ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計 通話機能付きの場合のみ 

６ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定変調周波数は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

通話機能付きの場合のみ 

７ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

通話機能付きの場合のみ 

 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-４０－ 

「個別点検」 ３－１７ テレメータ監視局装置（災害対策タイプ１）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

８ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

９ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

10 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 受信データの確認 手動で個別観測制御を行い、収集したデータとセンサとのデー

タの照合を行う。 

    ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

12 通話機能確認 各観測局、中継局と通話が行えることを確認する。 

 

    ○   通話機能付きの場合のみ 

13 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

14 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

15 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

16 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

17 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-４１－ 

「個別点検」 ３－１８ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ１）（Ｖ－Ｖ中継）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-４２－ 

「個別点検」 ３－１８ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ１）（Ｖ－Ｖ中継）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 遠隔切換部動作確認 監視局からの制御信号により送信機の切替動作が正常である

ことを確認する。 

    ○    

11 状態返送部動作確認 中継局の各種動作状態を監視局に返送し、その動作が正常であ

ることを確認する。 

    ○    

12 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

13 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

14 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 

信号発生器 無線機 



－２-４３－ 

「個別点検」 ３－１９ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ１）（μ－Ｖ中継）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-４４－ 

「個別点検」 ３－１９ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ１）（μ－Ｖ中継）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 外部入出力部動作確

認 

外部信号により送信機の切替等の動作ができるとともに、中継

局の動作状態を正常に出力することを確認する。 

    ○    

11 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

12 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

13 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 

信号発生器 無線機 



－２-４５－ 

「個別点検」 ３－２０ テレメータ観測局装置（災害対策タイプ１）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-４６－ 

「個別点検」 ３－２０ テレメータ観測局装置（災害対策タイプ１）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

７ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

８ 動作確認 観測装置を構成する各部の動作の確認を行う。 

 

    ○    

９ 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

10 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

11 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

12 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

13 水位計または雨量計

等の確認 

センサとＡ／Ｄ変換器、記録計の連動動作を確認する。 

（水位は量水標と比較する。） 

    ○    

Ａ／Ｄ変換器の動作を確認する。 

 000～999の各桁を 10ステップ確認する。 

    ○    

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-４７－ 

「個別点検」 ３－２１ テレメータ監視局装置（災害対策タイプ１：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 印字記録確認 欠測、障害記録の有無を確認する。 

 

○       必要に応じてインクリボンの

交換を行う。 

３ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタにより測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

 

４ 送信出力確認  

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計 通話機能付きの場合のみ 

５ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計 通話機能付きの場合のみ 

６ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定変調周波数は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

通話機能付きの場合のみ 

７ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-４８－ 

「個別点検」 ３－２１ テレメータ監視局装置（災害対策タイプ１：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

８ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

９ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

10 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 受信データの確認 手動で個別観測制御を行い、収集したデータとセンサとのデー

タの照合を行う。 

    ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

12 通話機能確認 各観測局、中継局と通話が行えることを確認する。 

 

    ○   通話機能付きの場合のみ 

13 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

14 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

15 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

16 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

17 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-４９－ 

「個別点検」 ３－２２ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ１）（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-５０－ 

「個別点検」 ３－２２ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ１）（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 遠隔切換部動作確認 監視局からの制御信号により送信機の切替動作が正常である

ことを確認する。 

    ○    

11 状態返送部動作確認 中継局の各種動作状態を監視局に返送し、その動作が正常であ

ることを確認する。 

    ○    

12 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

13 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

14 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 

信号発生器 無線機 



－２-５１－ 

「個別点検」 ３－２３ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ１）（μ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-５２－ 

「個別点検」 ３－２３ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ１）（μ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 外部入出力部動作確

認 

外部信号により送信機の切替等の動作ができるとともに、中継

局の動作状態を正常に出力することを確認する。 

    ○    

11 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

12 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

13 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 

信号発生器 無線機 



－２-５３－ 

「個別点検」 ３－２４ テレメータ観測局装置（災害対策タイプ１：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-５４－ 

「個別点検」 ３－２４ テレメータ観測局装置（災害対策タイプ１：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

７ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

８ 動作確認 観測装置を構成する各部の動作の確認を行う。 

 

    ○    

９ 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

10 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

11 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

12 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

13 水位計または雨量計

等の確認 

センサとＡ／Ｄ変換器、記録計の連動動作を確認する。 

（水位は量水標と比較する。） 

    ○    

Ａ／Ｄ変換器の動作を確認する。 

 000～999の各桁を 10ステップ確認する。 

    ○    

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-５５－ 

「個別点検」 ３－２５ テレメータ監視局装置（災害対策タイプ２）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 印字記録確認 欠測、障害記録の有無を確認する。 

 

○       必要に応じてインクリボンの

交換を行う。 

３ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタにより測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

 

４ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

５ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

６ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定変調周波数は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

７ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-５６－ 

「個別点検」 ３－２５ テレメータ監視局装置（災害対策タイプ２）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

８ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

９ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

10 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 シ ス テ

ム 機 能

の確認 

 

 

 

 

全局観測制

御確認 

手動で全局観測制御を行い、全ての観測局から応答信号が正常

に返送されることを確認する。 

    ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

個別観測制

御確認 

手動で個別観測制御を行い、観測局からの応答信号を確認す

る。 

    ○   

プリンタ制

御 

全局観測や個別観測により正常に印字記録を行うことを確認

する。 

    ○   

中継局制御 手動で中継局の起動／停止制御及び送信機の切り替え制御を

行い、動作が正常であることを確認する。 

また、応答信号が正常に返送されることを確認する。 

    ○   

その他 呼出時間間隔の変更が行えることを確認する。     ○   

12 受信データの確認 手動で個別観測制御を行い、収集したデータとセンサとのデー

タの照合を行う。 

    ○    

13 通話機能確認 各観測局、中継局と通話が行えることを確認する。 

 

    ○   通話機能付きのみ 

14 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

15 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

16 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

17 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

18 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 無線機 無線機 



－２-５７－ 

「個別点検」 ３－２６ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ２）（Ｖ－Ｖ中継）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-５８－ 

「個別点検」 ３－２６ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ２）（Ｖ－Ｖ中継）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 遠隔切換部動作確認 監視局からの制御信号により送信機の切替動作が正常である

ことを確認する。 

    ○    

11 状態返送部動作確認 中継局の各種動作状態を監視局に返送し、その動作が正常であ

ることを確認する。 

    ○    

12 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

13 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

14 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-５９－ 

「個別点検」 ３－２７ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ２）（μ－Ｖ中継）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-６０－ 

「個別点検」 ３－２７ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ２）（μ－Ｖ中継）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 外部入出力部動作確

認 

外部信号により送信機の切替等の動作ができるとともに、中継

局の動作状態を正常に出力することを確認する。 

    ○    

11 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

12 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

13 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-６１－ 

「個別点検」 ３－２８ テレメータ観測局装置（災害対策タイプ２）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザ等で測定し基準値内であることを確

認する。 

 測定箇所は、nf0、1/2nf0、(n-1)f0、(n-2)f0、(n+1)f0、 

       (n+2)f0、2nf0、3nf0とする。 

 70MHz 帯：1mW 以下であり、かつ基本波の平均電力より 60dB

以上低いこと。 

 400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1Wの場合は 1μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

６ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

終 端 無線機 方向性結合器 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 



－２-６２－ 

「個別点検」 ３－２８ テレメータ観測局装置（災害対策タイプ２）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

７ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

８ 動作確認 観測装置を構成する各部の動作の確認をする。 

 

    ○    

９ 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

10 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

11 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

12 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

13 水位計または雨量計

等の確認 

センサとＡ／Ｄ変換器、記録計の連動動作を確認する。 

（水位は量水標と比較する。） 

    ○    

Ａ／Ｄ変換器の動作を確認する。 

 000～999の各桁を 10ステップ確認する。 

    ○    

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

発振器 レベル計 



－２-６３－ 

「個別点検」 ３－２９ テレメータ監視局装置（災害対策タイプ２：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 印字記録確認 欠測、障害記録の有無を確認する。 

 

○       必要に応じてインクリボンの

交換を行う。 

３ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタにより測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

 

４ 送信出力確認  

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

５ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

６ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定変調周波数は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

７ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-６４－ 

「個別点検」 ３－２９ テレメータ監視局装置（災害対策タイプ２：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

８ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

９ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

10 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 シ ス テ

ム 機 能

の確認 

 

 

 

 

全局観測制

御確認 

手動で全局観測制御を行い、全ての観測局から応答信号が正常

に返送されることを確認する。 

    ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

個別観測制

御確認 

手動で個別観測制御を行い、観測局からの応答信号を確認す

る。 

    ○   

プリンタ制

御 

全局観測や個別観測により正常に印字記録を行うことを確認

する。 

    ○   

中継局制御 手動で中継局の起動／停止制御及び送信機の切り替え制御を

行い、動作が正常であることを確認する。 

また、応答信号が正常に返送されることを確認する。 

    ○   

その他 呼出時間間隔の変更が行えることを確認する。     ○   

12 受信データの確認 手動で個別観測制御を行い、収集したデータとセンサとのデー

タの照合を行う。 

    ○    

13 通話機能確認 各観測局、中継局と通話が行えることを確認する。 

 

    ○   通話機能付きのみ 

14 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

15 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

16 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

17 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

18 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 無線機 無線機 



－２-６５－ 

「個別点検」 ３－３０ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ２）（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-６６－ 

「個別点検」 ３－３０ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ２）（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 遠隔切換部動作確認 監視局からの制御信号により送信機の切替動作が正常である

ことを確認する。 

    ○    

11 状態返送部動作確認 中継局の各種動作状態を監視局に返送し、その動作が正常であ

ることを確認する。 

    ○    

12 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

13 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

14 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-６７－ 

「個別点検」 ３－３１ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ２）（μ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-６８－ 

「個別点検」 ３－３１ テレメータ中継局装置（災害対策タイプ２）（μ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ○  標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ○    

10 外部入出力部動作確

認 

外部信号により送信機の切替等の動作ができるとともに、中継

局の動作状態を正常に出力することを確認する。 

    ○    

11 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○    

12 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

13 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-６９－ 

「個別点検」 ３－３２ テレメータ観測局装置（災害対策タイプ２：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ○  自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ○  通過型電力計  

３ 送信周波数確認  
 
 
 
 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ○  周波数計  

４ 最大周波数偏移確認  
 
 
 
 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、低

周波発振器 

 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

６ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

 

 

無線機 電力計 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-７０－ 

「個別点検」 ３－３２ テレメータ観測局装置（災害対策タイプ２：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

７ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ○  低周波発振器、レベ

ル計 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

８ 動作確認 観測装置を構成する各部の動作の確認をする。 

 

    ○    

９ 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

10 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ○   装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

11 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

12 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

13 水位計または雨量計

等の確認 

センサとＡ／Ｄ変換器、記録計の連動動作を確認する。 

（水位は量水標と比較する。） 

    ○    

Ａ／Ｄ変換器の動作を確認する。 

 000～999の各桁を 10ステップ確認する。 

    ○    

14 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ○   周囲環境を考慮した機能維持  

15 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

発振器 レベル計 



－２-７１－ 

「個別点検」 ３－３３ テレメータ監視局装置（自律型） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

 

３ 受信入力電力確認  

 

 

前回値に対して大幅な変動がないことを確認する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

４ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

前回値に対して大幅な変動がないことを確認する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

５ 電池の交換 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

６ システム

機能の確

認 

全局観測

確認 

観測データ現況表示画面にて、全ての観測局から送信信号を正

常に受信することを確認する。 

    ※ ○  装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

システム

状態確認 

システム監視画面にて、観測局や中継局との通信状況や中継状

態、上位装置との通信状態を確認する。 

    ※ ○  

時刻の確

認 

NTP または GPS で時刻が日本標準時刻に合っていることを確認

する。 

    ※ ○  

７ 受信データの確認 収集したデータとセンサとのデータの照合を行う。 

 

    ※ ○   

８ 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

９ 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

10 GPS ｱﾝﾃﾅ

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等を確認する。 

     ○  GPS ｱﾝﾃﾅを取り付けた場合のみ 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

12 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

13 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

14 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-７２－ 

「個別点検」 ３－３４ テレメータ中継局装置（自律型）（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（１／３） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、 

低周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-７３－ 

「個別点検」 ３－３４ テレメータ中継局装置（自律型）（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（２／３） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ※ ○ 標準信号発生器 装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

７ 受信入力電力確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

８ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

対向間で測定し、前回値に対して大幅な変動がないことを確認

する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

９ GPS装置受信確認 GPS装置が受信していることを LED等の表示で確認する。 

 

    ※ ○   

10 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

11 自律動作確認 GPS により決められた時間に自律起動し、中継動作した後停止

することを確認する。 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

12 状態返送部動作確認 中継局の各種動作状態を監視局に返送し、その結果が正常であ

ることを確認する。 

    ※ ○   

13 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

14 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

15 GPS ｱﾝﾃﾅ

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等を確認する。 

     ○  GPS ｱﾝﾃﾅを取り付けた場合のみ 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

16 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○    

※設置環境、重要性に応じて実施 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-７４－ 

「個別点検」 ３－３４ テレメータ中継局装置（自律型）（Ｖ－Ｖ中継：新スプリアス規格準拠）（３／３） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

17 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

18 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

 



－２-７５－ 

「個別点検」 ３－３５ テレメータ中継局装置（自律型）（Ｖ－μ及びＶ－Ｉ中継） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ スケルチ感度確認  

 

 

標準信号発生器により測定する。 

システム毎に設定された値でスケルチがオープンすることを

確認する。 

    ※ ○ 標準信号発生器 ※無線のみ対象 

2台構成の場合、ＳＱを同レベ

ルに調整する必要がある。 

３ 受信入力電力確認  

 

 

前回値に対して大幅な変動がないことを確認する。 

    ※ ○ スペクトラムアナ

ライザまたは電界

強度測定器 

※無線のみ対象 

４ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

前回値に対して大幅な変動がないことを確認する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、受

信感度の確認を行う。 

５ 中継制御部動作確認 受信機出力の中継動作、受信機の故障検出及び送信機の故障に

よる自動切替制御等の動作が正常であることを確認する。 

（擬似故障を含む） 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

６ 外部入出力部動作確

認 

中継局の動作状態を正常に出力することを確認する。     ※ ○  ※無線のみ対象 

Ｖ－μ中継のみ対象 

７ 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  ※無線のみ対象 

８ 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

９ 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

10 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

信号発生器 無線機 

相手局 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振器 レベル計 



－２-７６－ 

「個別点検」 ３－３６ テレメータ観測局装置（自律型：新スプリアス規格準拠）（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧・電流確認 各部の電圧／電流を自蔵計器またはテスタ等により測定する。 

 

    ※ ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 送信出力確認  

 

 

 

電力計で測定し、指定電力±10%以内であることを確認する。 

    ※ ○ 通過型電力計 ※無線のみ対象 

３ 送信周波数確認  

 

 

 

 

周波数計で測定し、基準値内であることを確認する。 

 70MHz帯：±5×10-6以内 

 400MHz帯：±3×10-6以内 

    ※ ○ 周波数計 ※無線のみ対象 

４ 最大周波数偏移確認  

 

 

 

 

直線検波器等で測定し、基準値内であることを確認する。 

測定箇所は、1kHz、3kHzとする。 

 70MHz帯：±5kHz 以内 

 400MHz帯：±2.5kHz以内 

     ○ ＦＭ直線検波器、 

低周波発振器 

※無線のみ対象 

５ 不要輻射強度確認  

 

 

 

 

スペクトラムアナライザで測定し基準値内であることを確認

する。搬送波抑圧フィルタは必要に応じて使用する。 

[帯域外領域における不要発射強度(注１)] 

70MHz帯：1mW以下、かつ、基本周波数の平均電力より 60dB(基

本周波数が 70MHz以下の場合は 80dB)以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 100μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

[スプリアス領域における不要発射強度(注２)] 

70MHz帯：基本波の搬送電力より 60dB以上低いこと。 

(ただし、1W以下の場合は 50μW以下) 

400MHz帯：2.5μW以下。(ただし、1W以下の場合は 25μW以下) 

     ○ スペクトラムアナ

ライザ 

※無線のみ対象 

注１ 無変調状態 

注２ 変調状態 

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 終 端 無線機 方向性結合器 

FM直線検波器 

無線機 電力計 

終 端 無線機 方向性結合器 

周波数計 

搬送波抑圧 

フィルタ 

ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ 

発振機 

無線機 減衰器 



－２-７７－ 

「個別点検」 ３－３６ テレメータ観測局装置（自律型：新スプリアス規格準拠）（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

６ 区間Ｓ／Ｎの確認  

 

 

前回値に対して大幅な変動がないことを確認する。 

    ※ ○ 低周波発振器、レベ

ル計 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

Ｓ／Ｎが大幅に変動している

場合は、各部のレベル測定、ス

ケルチ感度、受信感度の確認を

行う。 

７ GPS装置受信確認 GPS装置が受信していることを LED等の表示で確認する。 

 

     ○   

８ 動作確認 観測装置を構成する各部の動作試験をする。 

 

    ※ ○   

９ 電池の確認 バックアップ電池の交換周期を確認し、対象となるものは交換

する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

10 伝搬路の見通し確認 局舎周囲において伝搬路上の樹木成長等を確認する。 

 

    ※ ○  装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

※無線のみ対象 

11 空 中 線

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確

認する。 

     ○  ※無線のみ対象 

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

ＶＳＷＲ

確認 

反射波を測定し、空中線系との整合を確認する。 

 

     ○ 定在波測定器（また

は通過形電力計） 

12 GPS ｱﾝﾃﾅ

確認 

外観の確

認 

空中線・取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の

剥離状態等を確認する。 

     ○   

給電線の

確認 

ケーブルの劣化、布設状態の確認をする。      ○  

13 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態の確認をする。 

 

     ○   

14 水位計または雨量計

等のデータの確認 

センサとＡ／Ｄ変換器、記録計の連動動作を確認する。 

（水位は量水標と比較する。） 

    ※ ○   

Ａ／Ｄ変換器の動作を確認する。 

 000～999の各桁を 10ステップ確認。 

    ※ ○   

15 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

    ※ ○  周囲環境を考慮した機能維持  

16 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

※設置環境、重要性に応じて実施 

発振器 レベル計 



－２-７８－ 

「個別点検」 ４－１ 蓄積同報装置 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 通信記録の確認 通信量、未着信量等の把握をする。 

 

     ○ ジャーナルプリン

タ 

装置の正常動作の維持 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 受信チャンネルの動

作確認 

受信チャンネルの半数以上を同時に使用し動作を確認する。      ○  

３ 送信チャンネルの動

作確認 

送信チャンネルの半数以上を同時に使用し動作を確認する。      ○ 

４ 信号レベル確認 送信チャンネル及び受信チャンネルの信号レベルの測定を行

い確認する。 

     ○ レベル計 

５ 消耗品の補充等 消耗品の補充が必要な場合は補充する。 

 

     ○  

６ 接続部の確認 コネクタ、プラグイン及び端子等の緩みの確認をする。 

 

     ○ 

７ 機器本体の清掃等 エアーフィルタの清掃、機器内外面の清掃をする。 

 

     ○ 周囲環境を考慮した機能維持 

８ 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○ 障害時の備え 

予備品類の保管状況、数量等を確認する。 

 

     ○ 

 

 



－２-７９－ 

「個別点検」 ５－１ 画像符号化装置 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法等 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 音声の確認 基準信号により音声レベルの確認を行い、出力レベルが基準値

の範囲内であることを確認する。 

     ○ レベルメータ 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 映像の確認 映像が正常に伝送されているか確認する。      ○ モニタ  

３ 装置の動作確認 通信モード等の設定変更を行い、操作パネルからの制御が確実

に実施できることを確認する。 

     ○   

４ ＦＡＮの確認 制御部のＦＡＮが正常に回転しているかを確認する。 

また、ＦＡＮ周辺が汚れている場合は清掃する。 

     ○   

５ 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態を確認する。 

 

     ○   

６ 機器本体の清掃等 装置外面の清掃及び装置の取り付け状態の確認をする。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

７ 図書類・予備品等の確

認 

取扱説明書、試験成績書の保管状況及び予備品等の数量を確認

する。 

     ○  障害時の備え  

 



－２-８０－ 

「個別点検」 ５－２ ＩＰコーデック（ＩＰエンコーダ、ＩＰデコーダ） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 装置のＬＥＤにより障害表示の有無を目視確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 音声の確認 基準信号により音声レベルの確認を行い、出力レベルが基準値

の範囲内であることを確認する。 

     ○ レベルメータ  

３ 映像の確認 映像が正常に伝送されているか確認する。      ○ モニタ  

４ ＦＡＮの確認 装置本体のＦＡＮが正常に回転しているかを確認する。 

また、ＦＡＮ周辺が汚れている場合は、清掃する。 

     ○   

５ 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子等の接続状態を確認する。 

 

     ○   

６ 機器本体の清掃等 装置外面の清掃及び装置の取り付け状態の確認をする。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

７ 図書類・予備品等の確

認 

取扱説明書、試験成績書の保管状況及び予備品等の数量を確認

する。 

     ○  障害時の備え  

 

 



－２-８１－ 

「個別点検」 ６－１ 直流電源装置（多重無線設備用（触媒栓付）） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

アルカリ用、鉛用の保守用器具

は混用しないこと。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上であるこ

とを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、出力（電圧、電流）を測定し標

準値以内であることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

７ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池の液面を各セル毎に点検し、適正値にあることを確認す

る。なお、不足の場合は補水する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。なお、充電が必要な場合は均等充電をする。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の比重及び液温をパイロットセル毎に測定し、標準値以

内であることを確認する。 

なお、充電が必要な場合は均等充電をする。 

     ○ 比重計、温度計 

蓄電池の触媒栓交換推奨時期及び蓄電池の交換推奨時期を確

認する。 

     ○  

８ 動作の確認 正常時における停止、運転、１号－２号切替の動作状態、表示、

外部警報を確認する。 

     ※  

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

９ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

10 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

（注１）アルカリ蓄電池の比重 

    アルカリ蓄電池の電解液比重は充放電により変化はなく、比重は２０℃で１．２０（許容範囲１．１７～１．２３）が標準値である。 

 

（注２）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、蓄電池放電状態にて行うこととするが、停電補償時間が短いか、または蓄電池の劣化のため、点検時間が十分にとれない場合は、 

    仮設蓄電池の設置を検討する。 



－２-８２－ 

「個別点検」 ６－２ 直流電源装置（多重無線設備用（ＭＳＥ形等）） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上であるこ

とを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、出力（電圧、電流）を測定し標

準値以内であることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

７ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の内部抵抗を各セル毎に測定し確認する。 

 

     ○ インピーダンス計 

蓄電池の交換推奨時期を確認する。 

 

     ○  

８ 動作の確認 正常時における停止、運転、１号－２号切替の動作状態、表示、

外部警報を確認する。 

     ※  

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

９ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

10 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

（注）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、蓄電池放電状態にて行うこととするが、停電補償時間が短いか、または蓄電池の劣化のため、点検時間が十分にとれない場合は、 

   仮設蓄電池の設置を検討する。 



－２-８３－ 

「個別点検」 ６－３ 直流電源装置（テレメータＫＲ用（触媒栓付）） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

アルカリ用、鉛用の保守用器具

は混用しないこと。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上であるこ

とを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、出力（電圧、電流）を測定し標

準値以内であることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

７ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池の液面を各セル毎に点検し、適正値にあることを確認す

る。なお、不足の場合は補水する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。なお、充電が必要な場合は均等充電をする。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の比重及び液温をパイロットセル毎に測定し、標準値以

内であることを確認する。なお、充電が必要な場合は均等充電

をする。 

     ○ 比重計、温度計 

蓄電池の触媒栓交換推奨時期及び蓄電池の交換推奨時期を確

認する。 

     ○  

８ 動作の確認 正常時における、運転、停止の動作状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

９ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

10 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○ 

（注１）アルカリ蓄電池の比重 

    アルカリ蓄電池の電解液比重は充放電により変化はなく、比重は２０℃で１．２０（許容範囲１．１７～１．２３）が標準値である。 

（注２）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、蓄電池放電状態にて行うこととするが、停電補償時間が短いか、または蓄電池の劣化のため、点検時間が十分にとれない場合は、 

    仮設蓄電池の設置を検討する。 



－２-８４－ 

「個別点検」 ６－４ 直流電源装置（テレメータＫＲ用（ＭＳＥ形等）） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上であるこ

とを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、出力（電圧、電流）を測定し標

準値以内であることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

７ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の内部抵抗を各セル毎に測定・確認する。 

 

     ○ インピーダンス計 

蓄電池の交換推奨時期を確認する。 

 

     ○  

８ 動作の確認 正常時における、運転、停止の動作状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

９ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

10 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

（注）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、蓄電池放電状態にて行うこととするが、停電補償時間が短いか、または蓄電池の劣化のため、点検時間が十分にとれない場合は、 

   仮設蓄電池の設置を検討する。 



－２-８５－ 

「個別点検」 ６－５ 直流電源装置（テレメータＢ型用） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上であるこ

とを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、出力（電圧、電流）を測定し標

準値以内であることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

７ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の交換推奨時期を確認する。 

 

     ○  

８ 動作の確認 正常時における、運転、停止の動作状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

９ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

10 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

（注１）アルカリ蓄電池の比重 

    アルカリ蓄電池の電解液比重は充放電により変化はなく、比重は２０℃で１．２０（許容範囲１．１７～１．２３）が標準値である。 

 

（注２）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、蓄電池放電状態にて行うこととするが、停電補償時間が短いか、または蓄電池の劣化のため、点検時間が十分にとれない場合は、 

    仮設蓄電池の設置を検討する。 



－２-８６－ 

「個別点検」 ６－６ 太陽電池（テレメータ用） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 各部電圧電流測定 太陽電池出力電圧、電流、負荷電圧、電流、蓄電池電圧を測定

し、基準値以内であることを確認する。 

     ○ 自蔵計器またはテ

スタ 

装置の正常動作の確認 

標準値（規格値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

メンテナンスフリーの蓄電池

（ＭＳＥ等）は除く。 

アルカリ用、鉛用の保守用器具

は混用しないこと。 

２ 蓄電池の確認 蓄電池の液面を各セル毎に点検し、適正値にあることを確認す

る。 

なお、不足の場合は補水する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、基準値以内であることを確認

する。 

     ○ テスタ 

蓄電池の比重及び液温をパイロットセル毎に測定し、基準値以

内であることを確認する。 

     ○ 比重計・温度計 

３ 取付状況の確認 取付金具の変形、損傷及び異常な発錆、腐食、塗装の剥離状態

等の確認を行い、ネジ部、ボルト類の緩み、脱落を確認する。 

太陽電池の直射日光を遮蔽する支障木の有無を確認する。 

     ○  

４ 接続部の確認 接続ケーブル、コネクタ、端子の接続状態を確認する。      ○  

５ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

６ 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 



－２-８７－ 

「個別点検」 ６－７ 直流電源装置（交換機用（触媒栓付）） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

アルカリ用、鉛用の保守用器具

は混用しないこと。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上であるこ

とを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、出力（電圧、電流）を測定し標

準値以内であることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

７ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池の液面を各セル毎に点検し、適正値にあることを確認す

る。不足の場合は補水する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。 

なお、充電が必要な場合は均等充電を行う。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の比重及び液温をパイロットセル毎に測定し、標準値以

内であることを確認する。なお、充電が必要な場合は均等充電

を行う。 

     ○ 比重計、温度計 

蓄電池の触媒栓交換推奨時期及び蓄電池の交換推奨時期を確

認する。 

     ○  

８ 動作の確認 正常時における、運転、停止の動作状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

９ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

10 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○ 

（注１）アルカリ蓄電池の比重 

    アルカリ蓄電池の電解液比重は充放電により変化はなく、比重は２０℃で１．２０（許容範囲１．１７～１．２３）が標準値である。 

 

（注２）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、蓄電池放電状態にて行うこととするが、停電補償時間が短いか、または蓄電池の劣化のため、点検時間が十分にとれない場合は、 

    仮設蓄電池の設置を検討する。 



－２-８８－ 

「個別点検」 ６－８ 直流電源装置（交換機用（ＭＳＥ形等）） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上であるこ

とを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、出力（電圧、電流）を測定し標

準値以内であることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

７ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の内部抵抗を各セル毎に測定し確認する。 

 

     ○ インピーダンス計 

蓄電池の交換推奨時期を確認する。 

 

     ○  

８ 動作の確認 正常時における、運転、停止の動作状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

９ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

10 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○ 

 

（注）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、蓄電池放電状態にて行うこととするが、停電補償時間が短いか、または蓄電池の劣化のため、点検時間が十分にとれない場合は、 

   仮設蓄電池の設置を検討する。 



－２-８９－ 

「個別点検」 ６－９ 直流電源装置（４８Ｖ通信設備用） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上であるこ

とを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、出力（電圧、電流）、ユニット出

力電圧を測定し、規定値以内であることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

７ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の内部抵抗を各セル毎に測定し確認する。 

 

     ○ インピーダンス計 

蓄電池の交換推奨時期を確認する。 

 

     ○  

８ 動作の確認 正常時における、運転、停止の動作状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

９ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

10 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○ 障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○ 

 

（注）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、蓄電池放電状態にて行うこととするが、停電補償時間が短いか、または蓄電池の劣化のため、点検時間が十分にとれない場合は、 

   仮設蓄電池の設置を検討する。 



－２-９０－ 

「個別点検」 ６－１０ 直流電源装置（４８Ｖ通信設備用（ＡＦ型）） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上であるこ

とを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、出力（電圧、電流）、ユニット出

力電圧を測定し、規定値以内であることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

７ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の内部抵抗を各セル毎に測定し確認する。 

 

     ○ インピーダンス計 

蓄電池の交換推奨時期を確認する。 

 

     ○  

８ 動作の確認 欠相時及び正常時における、運転、停止の動作状態、表示、外

部警報を確認する。なお、欠相試験は検出をオープンとする模

擬試験とする。 

     ※  

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

９ 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

10 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

（注）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、蓄電池放電状態にて行うこととするが、停電補償時間が短いか、または蓄電池の劣化のため、点検時間が十分にとれない場合は、 

   仮設蓄電池の設置を検討する。 



－２-９１－ 

「個別点検」 ７－１ 無停電電源装置（触媒栓付） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流、交流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上で

あることを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 設定値の確認 制御電源電圧、出力電圧異常検出設定値を測定し、標準値内に

あることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

運転時間及びアラーム記録を確認する。 

 

     ※  

７ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、直流（電圧、電流）、出力（電圧、

電流、周波数）、直送（電圧、電流）を測定し、標準値以内で

あることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

８ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池の液面を各セル毎に測定し、適正値にあることを確認す

る。不足の場合は補水する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。なお、充電が必要な場合は、均等充電を行う。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の比重及び液温をパイロットセル毎に測定し、標準値以

内であることを確認する。 

なお、充電が必要な場合は、均等充電を行う。 

     ○ 比重計、温度計 

蓄電池の触媒栓交換推奨時期及び蓄電池の交換推奨時期を確

認する。 

     ○  

９ 動作の確認 正常時における、運転、停止、出力切替の動作状態、表示、外

部警報を確認する。 

     ※  

出力切替における動作状態を記録、測定し、規定値内であるこ

とを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｼﾛﾒｰﾀ 

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

10 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

11 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。      ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

（注１）アルカリ蓄電池の比重 

    アルカリ蓄電池の電解液比重は充放電により変化はなく、比重は２０℃で１．２０（許容範囲１．１７～１．２３）が標準値である。 

（注２）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、保守バイパス給電状態にて行う。 



－２-９２－ 

「個別点検」 ７－２ 無停電電源装置（ＭＳＥ形等） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 標準値（規定値）は試験成績書

を確認する。 

※印は３年点検時での実施内

容とする。 

２ 環境の確認 運転環境（温度、湿度、埃、換気スペース、結露等）を五感及

び温湿度計にて確認する。 

     ○ 温湿度計 周囲環境を考慮した機能維持 

３ 内部の確認 装置内の使用部品類を目視、触手、嗅覚、聴覚及び温度計で確

認する。 

     ○ 放射温度計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ４ 絶縁抵抗の測定 交流入力、直流、交流出力の絶縁抵抗を測定し、標準値以上で

あることを確認する。 

     ※ 絶縁抵抗計 

５ 設定値の確認 制御電源電圧、出力電圧異常検出設定値を測定し、標準値内に

あることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

６ 使用状態の確認 計測表示について標準計器と比較し標準値以内にあることを

確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

運転時間及びアラーム記録を確認する。 

 

     ※  

７ 入出力特性の確認 入力（電圧、電流、周波数）、直流（電圧、電流）、出力（電圧、

電流、周波数）、直送（電圧、電流）を測定し、標準値以内で

あることを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

８ 蓄電池の確認 蓄電池の外観（電槽の温度、欠損、損傷、液漏れ、接続部の腐

食）を確認する。 

     ○  

蓄電池電圧を各セル毎に測定し、標準値以内であることを確認

する。 

     ○ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 

蓄電池の内部抵抗を各セル毎に測定し、標準値以下であること

を確認する。 

     ○ インピーダンス計 

蓄電池の交換推奨時期を確認する。 

 

     ○  

９ 動作の確認 正常時における、運転、停止、出力切替の動作状態、表示、外

部警報を確認する。 

     ※  

出力切替における動作状態を記録、測定し、規定値内であるこ

とを確認する。 

     ※ ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｼﾛﾒｰﾀ 

保護動作時における各故障動作時の状態、表示、外部警報を確

認する。 

     ※  

10 機器本体の清掃等 機器本体の内外面を清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

11 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。      ○  障害時の備え 

予備品類の保管状態・数量等を確認する。 

 

     ○  

 

（注）原則として、１２ヶ月点検以内は、装置が運転状態にて行う。３年点検は、保守バイパス給電状態にて行う。 



－２-９３－ 

「個別点検」 ７－３ 無停電電源装置（汎用小容量ＵＰＳ ２０ＫＶＡ以下） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 表示の確認 異常、障害表示の有無を確認する。 

 

○       装置の正常動作の確認 取扱説明書を確認する。 

２ 蓄電池の確認 蓄電池交換推奨時期を確認する。 

 

     ○  

３ ファンの確認 ファンの動作を確認する。      ○  

４ 機器本体の清掃等 機器本体の外面の清掃及び機器取付け状態を確認する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持 

５ 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理、保管されていることを確認する。      ○  障害時の備え 

予備品類の保管状況・数量等を確認する。 

 

     ○ 

 

（注）原則として、上記点検は、装置が運転状態にて行うこととする。 



－２-９４－ 

「個別点検」 ８－１ カメラ設備（カメラ装置・機側装置） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 外観の確認 ポール、据付架台を含む機器全体の塗装、錆、ボルト類の緩み

を確認する。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

２ 電源電圧等の確認 チェック端子等で各部電圧等を測定し、基準値以内であること

を確認する。基準値以外であれば調整する。 

     ○ テスタ 装置の正常動作の確認、維持 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

３ カメラ装置の確認 

・カメラケースの確認 

ワイパの動作及び消耗程度を確認し、交換時期を確認する。 

 

     ○  装置の正常動作の維持  

ガラス面の異物付着の確認及び除去、清掃をする。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

・旋回装置の確認 上・下・左・右の動作がスムーズに行えること及び回転動作時

の異常音の有無を確認する。 

     ○  装置の正常動作の維持 旋回式カメラ設備に適用 

・接続部の確認 ケーブル破損、端末処理の不具合、接栓の緩み、ネジの締め付

け等を確認する。 

     ○   

・機器本体の清掃等 機器本体の取付状態の確認及び清掃を行う。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

４ 機側装置の確認 

・避雷器の確認 

各端子等に緩みが無いことを確認する。      ○  装置の正常動作の維持  

・接続部の確認 ケーブル破損、端末処理の不具合、接栓の緩み、ネジの締め付

け等を確認する。 

     ○   

・機器本体の清掃等 機器本体の取付状態の確認及び清掃をする。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

５ 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。 

 

     ○  障害時の備え  

予備品の保管状態・数量等を確認する（カメラ装置を含む）。 

 

     ○ 

 



－２-９５－ 

「個別点検」 ８－２ 監視制御設備（ＣＣＴＶ制御装置・操作器） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ スイッチ等の機能確認 キーボードの動作を確認する。 

 ・スペースキー、キャラクタ、ファンクションキー、割り込   

  みキー、その他制御キーの確認。 

 ・ライトペンまたはマウスの動作確認 

○       装置の正常動作の確認、維持 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

 

２ 電源電圧等の確認 チェック端子等で各部電圧等を測定し、基準値以内であること

を確認する。基準値以外であれば調整する。 

     ○ テスタ  

３ 外観の確認 据付架台を含む機器全体の塗装、錆、ボルト類の緩みを確認す

る。 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

４ ＣＣＴＶ制御装置の確

認 

・ビデオレコーダ部の

確認 

カセットの出入、録画、再生、早送り、巻戻し、一時停止等の

動作及び動作中のモータ音異常の有無を確認し、消耗部品の交

換時期を確認する。 

     ○  装置の正常動作の維持  

・制御部の確認 保守点検対象品の確認を行う。（バックアップ電池、ＦＡＮな

ど） 

     ○  装置の正常動作の維持  

停復電時の機能確認として、自動起動処理が正常に行われてい

ることを確認する。 

     ○   

メンテナンス操作などの機能確認およびログ状態の確認をす

る。 

     ○   

・消耗部品の確認 機器本体及び各部のユニットなどの消耗部品の状態を確認す

る。 

     ○   

・避雷器の確認 各端子等に緩みが無いことを確認する。      ○   

・接続部の確認 ケーブル破損、端末処理の不具合、接栓の緩み、ネジの締め付

け等を確認する。 

     ○   

・機器本体の清掃等 機器本体の取付状態の確認及び清掃をする。      ○  周囲環境を考慮した機能維持  

５ 操作器の確認 

・モニタの確認 

カラーバー信号を入力し、同期のかかり具合、外部調整動作、

ブラウン管の劣化度合い、色の再現性等を確認して、消耗部品

の交換時期を確認する。 

     ○ 標準信号発生器 装置の正常動作の維持 ＣＲＴモニタのみに適用 

モニタの外面及び内面の清掃をする。      ○  周囲環境を考慮した機能維持  

・操作器（ＣＲＴ）の

確認 

ＰＣの画面表示を行い、同期のかかり具合、ブラウン管の劣化

度合い、色の再現性等を確認して、消耗部品の交換時期を確認

する。 

     ○  装置の正常動作の維持 ＣＲＴモニタのみに適用 

・接続部の確認 ケーブル破損、端末処理の不具合、接栓の緩み、ネジの締め付

け等を確認する。 

     ○   

・機器本体の清掃等 機器本体の取付状態の確認及び清掃をする。      ○  周囲環境を考慮した機能維持  

・モニタ（液晶ディス

プレイ）の確認 

輝度、色純度、画面位置サイズ調整、色ずれの確認をする。      ○  周囲環境を考慮した機能維持 液晶ディスプレイのみに適用 

６ 図書類・予備品等の確

認 

図書類が整理・保管されていることを確認する。      ○  障害時の備え  

予備品の保管状態・数量等を確認する。      ○  

 



－２-９６－ 

「個別点検」 ９－１ 電子型交換装置（１／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ システム状態確認 システム運転に必要な状態及び環境状況の良否を下記により

確認する。 

○       装置の正常動作の確認 

周囲環境を考慮した機能維持 

 

(１)各種冷却ファンの確認 

  ファンの動作を目視確認する。 

  また、ファン回転時の異常音有無の確認をする。 

(２)時刻表示確認及び調整 

  時刻を目視確認する。 

  （ディジタル電話機、中継台等の表示を確認する） 

(３)表示確認 

  システム運転状態表示（ランプ）により正常性を目視によ 

り確認する。 

(４)各種パッケージのアラーム確認 

  各種パッケージのアラーム表示を目視により確認する。 

  （交換機の扉を開けて確認する。） 

２ 内線電話機の確認 動作状態及び外観確認をする。 

 

     ○  装置の正常動作の確認 通常運用で使用していない電

話機を対象。（災対室の電話機

等） 

３ フロッピィディスク

装置の確認 

フロッピィディスク装置に付着したほこり、磁気ヘッドに固着

した磁気粉ほこりを取除き清掃をする。 

     ○   

４ フィルタ確認 フィルタに付着しているほこりを取除き清掃をする。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

５ 配線盤確認 配線盤のジャンパ端子の配線、ハンダ付等の状況を目視により

確認する。 

     ○   

６ 世代管理 

（局データ管理） 

運転ファイルの世代管理（２世代）として保存してあるか確認

する。 

     ○  障害時の備え  

７ 保守コンソール確認 保守コンソールを下記により確認する。 

 １．本体及び周辺機器の清掃及び塵等の付着がないことを確

認する。 

 ２．自己診断テスト 

 ３．プリンタ動作テスト   正常に動作すること。 

 ４．総合動作テスト 

     ○ ｸﾘｰﾆﾝｸﾞﾌﾛｯﾋﾟ、確認

ﾃﾞｨｽｸﾌﾛｯﾋﾟ 

保守ｺﾝｿ-ﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

障害時の備え 

装置の正常動作の確認 

 

８ 時計装置の確認 装置の時刻が正常であることを確認する。 

 

     ○  装置時刻の正常性維持  

 



－２-９７－ 

「個別点検」 ９－１ 電子型交換装置（２／２） 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

９ 自公接続、公自接続の

確認 

・公自接続の確認 

任意の自局収容の電話機から該当自局自動交換装置の公自接

続用公衆番号に局線発信し、公自接続可能音またはトーキを聴

取後、他事務所のトール番号をＰＢ信号にてダイヤルし、ＲＢ

Ｔ聴取または通話により良否の確認をする。 

 

・自公接続の確認（他局との連携が必要） 

他局の任意の電話機から該当自動交換装置の自公接続用トー

ル番号（8X+0+公衆番号または 7XX+0+公衆番号）に内線発信し、

自公接続を行う。公衆網からのＲＢＴ聴取または通話により良

否の確認をする。 

     ○  自動交換装置が提供する自公接

続、公自接続の設定及び正常性の

確保／維持 

 

10 機器本体の清掃等 交換機の架内、架外に付着しているほこりを取除き清掃する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

11 図書類・予備品等の確

認 

取扱説明書、試験成績書及び予備品が保管されていることを確

認する。 

また、内線ダイヤルクラスリスト、外線ダイヤルインリスト、

ルートアドバンス設定リスト等の図書と現状設定データの照

合及び修正をする。 

     ○  障害時の備え 

装置の設定データ確認／修正 

正常動作の維持 

 

 



－２-９８－ 

「個別点検」 ９－２ 簡易型交換装置 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法等 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 運用確認 発着信通話試験 

内線、私設線、局線の通話状態を聴話にて良否を確認する。 

○       装置の正常動作の確認 

周囲環境を考慮した機能維持 

 

各種信号音確認 

各種信号音を聴話にて良否を確認する。 

○        

２ 接続機能試験 局線、私設線、内線の発着信動作及び電源断の場合の発着信動

作の確認をする。 

     ○  装置の正常動作の確認  

３ 動作状態の確認 可聴、可視による各種信号音、表示状態の確認をする。 

 

     ○   

４ 線路及び電話機確認 ケーブル、コネクタ等の確認及び動作状態を確認する。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

５ 機器本体の清掃等 各端子、接続部の確認及び筐体、架内の清掃をする。 

 

     ○   

６ 図書類・予備品等の確

認 

取扱説明書、試験成績書及び予備品が保管されていることを確

認する。 

     ○  障害時の備え  

 



－２-９９－ 

「個別点検」 １０－１ 鉄塔・反射板 

№ 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備     考 毎

日 

１

ヶ

月 

２

ヶ

月 

３

ヶ

月 

６

ヶ

月 

12

ヶ

月 

１ 外観の確認 部材の変形、損傷、溶接部の異常等を点検し、表面の塗装剥離、

発錆、風化程度等の確認をする。 

     ○  施設の安全性、正常性の確認及び

維持 

 

２ ボルト類の確認 ボルトの緩み、脱落を目視、手締等で確認点検する。 

 

     ○  50％／年とし、２カ年で完了す

る。 

３ 避雷設備の確認 突針の脱落、緩み、導線の切断等を点検し、接地端子への接続

を確認する。 

     ○   

４ 基礎の確認 コンクリートの風化、沈下、変位等を目視により確認する。 

 

     ○   

５ 安全設備の確認 墜落防止、塔昇防止装置の設置状況の確認をする。また、塔上

の不要残留物（工具、器具等）がないことを確認する。 

     ○   

６ 敷地状況の確認 フェンスの傾斜、損壊、敷地内及び造成部等の状況確認をする。 

 

     ○  周囲環境を考慮した機能維持  

７ 敷地内の清掃 敷地内の整理、清掃をする。 

 

     ○   

８ 図書類・予備品等の確

認 

図書類及び予備品（昇降器具含む）が整理、保管されているこ

とを確認する。 

     ○  修理、障害時の備え 事務所、中継局等へ保管 
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